





























総数 男 女 総数 男 女
1) 110,277 53,165 57,112 管理職 244 230 14
農林漁業者 1,904 1,144 759 事務職 11,166 4,537 6,630
農林漁業雇用者 305 196 109 販売人 7,497 4,249 3,248
会社団体役員 1,112 949 163 技能者 12,039 9,389 2,650
商店主 538 355 183 労務作業者 3,843 2,332 1,512
工場主 644 599 45 個人サービス人 6,175 2,018 4,157
サービス・その他の事業主 736 599 137 保安職 1,069 1,009 61
専門職業者 1,071 767 303 内職者 118 12 106
技術者 4,508 2,393 2,115 学生生徒 6,551 3,445 3,106
教員・宗教家 2,428 923 1,505 家事従事者 17,785 1,622 16,163
文筆家・芸術家・芸能家 833 445 388 その他の非就業者 20,134 10,761 9,373










総数 1人 2 3 4 5人以上










平成 世帯数 一世帯人員 一世帯年収 一世帯月収 年収総額 世帯人員 一人当たり年収
22 51842000 2.42 5210000 434166.667 2.70097E+14 125457640 2152892.562









































年収階層 Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ Ⅶ Ⅷ Ⅸ Ⅹ








































平均世帯 ６０才未満 ６０才以上 無    職 自営業世帯
実収入 515.0 590.1 437.8 202.4 1164.2
社会保障給付 12.1 88.9 172.8
仕送り金 0.6 1.0 1.7
貯蓄から 361.8 361.2 274.7
預貯金引出 358.7 344.2 254.2
保険金 2.8 16.5 18.9
有価証券売却 0.3 0.5 1.6
1083.3 920.5 583.3
実支出 444.3 405.8 275.0
消費支出 296.6 331.4 333.9 247.1 308.3
仕送り金 5.9 10.2 4.4 1.5 6.3
非消費支出
税・保険 80.5 112.8 71.8 27.9 134.8
直接税 47.0 31.8 12.3
社会保険料 65.8 39.9 15.6
貯蓄 481.3 390.9 215.3
預貯金 453.7 370.5 205.0
保険料 26.1 19.6 8.7










平均世帯 ６０才未満 ６０才以上 無職 自営業世帯
実収入 521.0 585.7 447.5 209.6 1102.1
社会保障給付 11.1 94.1 182.4
仕送り金 0.6 0.5 1.1
貯蓄から 371.0 390.5 280.1
預貯金引出 368.5 368.7 259.3
保険金 2.4 21.4 20.0
有価証券売却 0.2 0.4 0.9
実支出 441.5 419.4 271.7
消費支出 302.8 339.0 346.7 243.8 314.8
仕送り金 6.5 10.1 4.9 1.5 8.1
非消費支出
税・保険 81.0 102.4 72.6 27.8 148.2
直接税 44.3 36.1 12.7
社会保険料 58.1 36.5 15.1
貯蓄 482.0 408.2 223.3
預貯金 451.2 383.6 210.9
保険料 29.4 22.4 12.0






平成22年 ６０才未満へ ６０才以上へ 　無職へ 仕送りへ 貯蓄へ 税・保険へ
６０才未満から 2.3 108.0 23.0
６０才以上から 0.2 15.2 2.7
無職から 0.3 40.3 5.0
仕送りから 0.1 0.0 0.2
貯蓄から 83.2 14.5 50.6
税・保険から 2.5 3.5 32.9
（兆円）
平成27年 ６０才未満へ６０才以上へ 無職へ 仕送りへ 貯蓄へ 税・保険へ
６０才未満から 2.1 100.8 23.6
６０才以上から 0.2 17.7 3.2
無職から 0.3 43.4 5.6
仕送りから 0.1 0.0 0.3
貯蓄から 75.8 16.3 55.3
税・保険から 2.5 4.0 34.8
最後に…
統計データは、日本の経済システムが、食料配分システムとしてはおおむね、機能
していることを示しているようである。システムを維持している官僚機構の功績であ
ると言っていいだろう。しかし教育費の格差が大きくしかも拡大する傾向は看過しが
たい。部分的に見るのでなく全世帯の経済状態に目を配る視点が重要ではないか。
時の政府は、その官僚機構の貢献を含む全成果を、あたかも政治単独の成果であ
るかのように表現するのが通例である。Ｆ１ドライバーがエンジン性能のいい車に
乗っていることを言わずに自分の技術を誇るようなものだろう。
政権交代をねらう「野党」がすべきことは、このエンジンとドライバーの両者がそれぞ
れどう機能しているか研究して運転交代の準備することではないか。
政権交代の主役になるだけの力量がない野党であっても、 正確な調査データを取
得し公表するシステムの整備を要求することはできるのではないだろうか？野党に
できる最良のことは、意見を言うことではなく、共有すべき事実を明らかにすることな
のではないだろうか？
